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第３節　国等に関する特例
（国等に関する特例）
第22条　国、市町その他規則で定める者（以下「国等」という。）及び県については、第12条から第19条ま
で及び前条の規定は、適用しない。
２　国等は、特定施設の新築等をしようとするときは、当該工事に着手する前に、当該特定施設の新築等の
内容を知事に通知しなければならない。

３　知事は、必要があると認めるときは、国等に対し、その所有し、若しくは管理する特定施設の整備基準
への適合状況又はその所有し、若しくは管理する公共輸送車両等の第20条の規定に基づく措置の状況に
ついて報告を求めることができる。

４　知事は、第２項の規定による通知又は前項の規定による報告があったときは、当該国等に対し、必要な
措置をとるよう要請することができる。

（委任）
第23条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。

附　則
１　この条例は、平成８年４月１日から施行する。ただし、第３章の規定は、平成９年４月１日から施行す
る。

２　第３章の規定の施行の際現に特定施設の新築等の工事に着手している者は、当該特定施設については、特
定施設所有者等とみなす。

３　第３章の規定の施行の際現に存する特定施設を所有し、又は管理する者及び前項の規定により特定施設所
有者等とみなされた者については、第17条第２項の規定は適用しない。ただし、当該者が同章の規定の施
行後に当該特定施設の新築等（新築及び新設を除く。）を行った場合は、この限りでない。

附　則（平成12年３月27日条例第35号）
この条例は、平成12年４月１から施行する。

附　則（平成17年３月29日条例第16号）
（施行期日）
１　この条例は、規則で定める日から施行する。
（平成17年７月規則第71号で、同17年11月１日から施行）

（経過措置）
２　この条例の施行の際現に改正後の第12条第１項に規定する特定施設の用途の変更の工事に着手している
者は、当該特定施設については、香川県福祉のまちづくり条例第15条第１項に規定する特定施設所有者等
とみなす。

３　前項の規定により香川県福祉のまちづくり条例第15条第１項に規定する特定施設所有者等とみなされた
者については、同条例第17条第２項の規定は適用しない。ただし、当該者がこの条例の施行後に当該特定
施設の改正後の第12条第１項に規定する新築等（新築及び新設を除く。）を行った場合は、この限りでな
い。

第４章　雑　則
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香川県福祉のまちづくり条例施行規則
平成８年８月２２日
香川県規則第５４号

香川県福祉のまちづくり条例施行規則をここに公布する。

（趣　旨）
第1条　この規則は、香川県福祉のまちづくり条例（平成 8年香川県条例第 2号。以下「条例」という。）
の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（公共的施設）

第2条　条例第1条第 2項の規則で定める施設は、別表第1のとおりとする。
（公共輸送車両等）

第3条　条例第1条第３項の規則で定めるものは、次に掲げるものとする。
（1）普通鉄道構造規則（昭和62年運輸省令第14号）第 2条第 1項第11号に規定する旅客車
（ 2）道路運送法（昭和26年法律第183号）第 3条第 1号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業又は

同号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業の用に供する自動車
（ 3）海上運送法（昭和24年法律第187号）第 2条第 5項に規定する一般旅客定期航路事業の用に供する

船舶
（整備基準）

第4条　条例第 9条第 2項の規則で定める整備基準は、別表第 2のとおりとする。ただし、当該整備基準に
適合させる場合と同等以上に公共的施設を障害者、高齢者等が円滑かつ安全に利用することができると知事
が認める場合又は地形若しくは敷地の状況、建築物の構造、沿道の利用の状況、事業者の負担の程度その他
やむを得ない理由により当該整備基準によることが困難であると知事が認める場合にあっては、当該整備基
準によらないことができる。
（適合証の交付の請求等）

第5条　条例第11条第 1項の規定による請求は、適合証交付請求書（第 1号様式）を知事に提出して行わな
ければならない。
２　前項の請求書には、知事が別に定める整備項目表（以下単に「整備項目表」という。）及び別表第 3
の左欄に掲げる公共的施設の区分に応じた同表の右欄に掲げる図書を添付しなければならない。ただし、
条例第14条の規定による届出をした者が同項の請求をする場合は、この限りでない。

３　条例第11条第 2項の規定による適合証の交付は、適合証交付通知書（第 3号様式）及び適合証を交付
して行うものとする。

４　前項の適合証の様式は、知事が別に定める。
一部改正〔平成22年規則34号〕

（特定施設）
第6条　条例第12条第 1項の規則で定めるものは、次に掲げるものとする。

改　正 平成8年12月24日規則第66号 平成11年 3月31日規則第35号
　 平成12年 3月31日規則第90号 平成15年 3月31日規則第57号
　 平成16年 3月26日規則第29号 平成17年 8月1日規則第79号
　 平成18年 9月29日規則第78号 平成19年 3月30日規則第37号
　 平成19年 9月28日規則第83号 平成20年 6月27日規則第45号
　 平成21年 8月7日規則第57号 平成22年 3月31日規則第34号

平成28年11月25日規則第49号 平成29年 7月11日規則第41号
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（1）別表第１の１の項の（１）から（13）までに掲げる建築物
（ 2）別表第１の１の項の（14）及び（15）に掲げる建築物のうち、当該建築物の用途に供する部分の床

面積（以下「用途面積」という。）が100平方メートル以上のもの
（3）別表第１の１の項の（16）に掲げる建築物のうち、用途面積が200平方メートル以上のもの
（4）別表第１の１の項の（17）に掲げる建築物のうち、用途面積が300平方メートル以上のもの
（ 5）別表第１の１の項の（18）及び（19）に掲げる建築物のうち、用途面積が500平方メートル以上の

もの
（ 6）別表第１の１の項の（20）から（23）まで及び（26）に掲げる建築物のうち、用途面積が1,000

平方メートル以上のもの
（7）別表第１の１の項の（24）に掲げる建築物のうち、用途面積が3,000平方メートル以上のもの
（ 8）別表第１の１の項の（25）に掲げる建築物のうち、共同住宅にあっては30戸以上、寄宿舎にあって

は30室以上のものの共用部分
（9）別表第１の2の項に掲げる公共交通機関の施設
（10）別表第１の3の項に掲げる道路
（11）別表第１の4の項に掲げる公園
（12）別表第１の 5の項に掲げる建築物以外の路外駐車場のうち、自動車の駐車の用に供する部分の面積

が500平方メートル以上のもの
一部改正〔平成15年規則57号・17年79号・21年57号〕

（特定施設の新築等の届出）
第7条　条例第12条第１項の規定による届出は、特定施設の新築等の工事に着手する日の30日前までに、特
定施設新築等届出書（第4号様式）を知事に提出して行わなければならない。
2　前項の届出書には、整備項目表及び別表第3の左欄に掲げる公共的施設の区分に応じた同表の右欄に掲
げる図書を添付しなければならない。

一部改正〔平成２８年規則４９号〕
（変更の届出）

第8条　条例第12条第 2項の規定による届出は、特定施設新築等変更届出書（第 5号様式）を知事に提出し
て行わなければならない。
2 　前条第 2 項の規定は、前項の届出をする場合について準用する。この場合において、同条第 2 項中
「図書」とあるのは、「図書のうち変更に係るもの」と読み替えるものとする。
（軽微な変更）

第 9条　条例第12条第 2 項の規則で定める軽微な変更は、特定施設の新築等の工事の実施時期の変更のう
ち、工事の着手又は完了の予定年月日の3月以内の変更とする。
（工事完了の届出）

第10条　条例第14条の規定による届出は、特定施設工事完了届出書（第 6号様式）を知事に提出して行わな
ければならない。
（適合状況の報告）

第11条　条例第15条第１項及び第22条第 3項の規定による整備基準への適合状況の報告は、知事が指定する
期日までに、特定施設整備基準適合状況報告書（第7号様式）を知事に提出して行わなければならない。
2　前項の報告書には、整備項目表を添付しなければならない。

一部改正〔平成２８年規則４９号〕
（改善計画書の提出）

第12条　条例第15条第 2項の規定による改善計画書の提出は、知事が指定する期日までに、特定施設改善計
画書（第8号様式）を知事に提出して行わなければならない。
2　前項の改善計画書には、知事が別に定める改善計画項目表及び別表第３の左欄に掲げる公共的施設の区
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（1）別表第１の１の項の（１）から（13）までに掲げる建築物
（ 2）別表第１の１の項の（14）及び（15）に掲げる建築物のうち、当該建築物の用途に供する部分の床

面積（以下「用途面積」という。）が100平方メートル以上のもの
（3）別表第１の１の項の（16）に掲げる建築物のうち、用途面積が200平方メートル以上のもの
（4）別表第１の１の項の（17）に掲げる建築物のうち、用途面積が300平方メートル以上のもの
（ 5）別表第１の１の項の（18）及び（19）に掲げる建築物のうち、用途面積が500平方メートル以上の

もの
（ 6）別表第１の１の項の（20）から（23）まで及び（26）に掲げる建築物のうち、用途面積が1,000

平方メートル以上のもの
（7）別表第１の１の項の（24）に掲げる建築物のうち、用途面積が3,000平方メートル以上のもの
（ 8）別表第１の１の項の（25）に掲げる建築物のうち、共同住宅にあっては30戸以上、寄宿舎にあって

は30室以上のものの共用部分
（9）別表第１の2の項に掲げる公共交通機関の施設
（10）別表第１の3の項に掲げる道路
（11）別表第１の4の項に掲げる公園
（12）別表第１の 5の項に掲げる建築物以外の路外駐車場のうち、自動車の駐車の用に供する部分の面積

が500平方メートル以上のもの
一部改正〔平成15年規則57号・17年79号・21年57号〕

（特定施設の新築等の届出）
第7条　条例第12条第１項の規定による届出は、特定施設の新築等の工事に着手する日の30日前までに、特
定施設新築等届出書（第4号様式）を知事に提出して行わなければならない。
2　前項の届出書には、整備項目表及び別表第3の左欄に掲げる公共的施設の区分に応じた同表の右欄に掲
げる図書を添付しなければならない。

一部改正〔平成２８年規則４９号〕
（変更の届出）

第8条　条例第12条第 2項の規定による届出は、特定施設新築等変更届出書（第 5号様式）を知事に提出し
て行わなければならない。
2 　前条第 2 項の規定は、前項の届出をする場合について準用する。この場合において、同条第 2 項中
「図書」とあるのは、「図書のうち変更に係るもの」と読み替えるものとする。
（軽微な変更）

第 9条　条例第12条第 2 項の規則で定める軽微な変更は、特定施設の新築等の工事の実施時期の変更のう
ち、工事の着手又は完了の予定年月日の3月以内の変更とする。
（工事完了の届出）

第10条　条例第14条の規定による届出は、特定施設工事完了届出書（第 6号様式）を知事に提出して行わな
ければならない。
（適合状況の報告）

第11条　条例第15条第１項及び第22条第 3項の規定による整備基準への適合状況の報告は、知事が指定する
期日までに、特定施設整備基準適合状況報告書（第7号様式）を知事に提出して行わなければならない。
2　前項の報告書には、整備項目表を添付しなければならない。

一部改正〔平成２８年規則４９号〕
（改善計画書の提出）

第12条　条例第15条第 2項の規定による改善計画書の提出は、知事が指定する期日までに、特定施設改善計
画書（第8号様式）を知事に提出して行わなければならない。
2　前項の改善計画書には、知事が別に定める改善計画項目表及び別表第３の左欄に掲げる公共的施設の区
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分に応じた同表の右欄に掲げる図書を添付しなければならない。
一部改正〔平成22年規則34号〕

（公表）
第13条　条例第18条第１項の規定による公表は、香川県報による公告その他知事が適当と認める方法により

行うものとする。
（身分証明書）

第14条　条例第19条第 2 項の規定により職員が携帯する証明書の様式は、第10号様式によるものとする。
（条例第22条第１項の規則で定める者）

第15条　条例第22条第１項の規則で定める者は、次に掲げる者とする。
（ 1 ）法令により建築基準法（昭和25年法律第201号）第18条の規定の適用について国、都道府県又は市

町村とみなされる法人
（ 2 ）地方公共団体の組合
（ 3 ）土地開発公社

一部改正〔平成17年規則79号〕
（国等の通知）

第16条　条例第22条第 2 項の規定による通知は、特定施設の新築等の工事に着手する日の30日前までに、特
定施設新築等通知書（第11号様式）を知事に提出して行わなければならない。この場合においては、第 7
条第 2 項の規定を準用する。
（書面のファクシミリ装置による提出）

第17条　第10条又は第11条の規定により知事に提出すべき書面は、ファクシミリ装置を利用して送信するこ
とにより提出することができる。
2 　前項の規定によりファクシミリ装置を利用して書面が提出されたときは、知事が受信した時に、当該書

面が知事に提出されたものとみなす。
3 　知事は、前項に規定する場合において、必要があると認めるときは、提出者に対し、送信に使用した書

面を提出させることができる。
追加〔平成16年規則29号〕

（書面の電子情報処理組織による提出）
第18条　第10条の規定による届出又は第11条の規定による報告については、当該届出又は当該報告に係る書

面の提出に代えて、電子情報処理組織（香川県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平
成16年香川県条例第１号）第 3 条第１項に規定する電子情報処理組織をいう。）を使用して提出すること
ができる。
2 　前項の規定により行われた届出又は報告は、知事の使用に係る電子計算機に備えられたファイルへの記

録がされた時に知事に到達したものとみなす。
追加〔平成21年規則57号〕

附　則
この規則は、平成 9 年 4 月 1 日から施行する。
附　則（平成8年12月24日規則第66号）
この規則は、平成９年４月１日から施行する。
附　則（平成11年3月31日規則第35号抄）
（施行期日）

 1　この規則は、平成11年 4 月 1 日から施行する。
（香川県福祉のまちづくり条例施行規則の一部改正に伴う経過措置）

13　この規則の施行の日前に香川県福祉のまちづくり条例（平成 8 年香川県条例第 2 号）第12条第１項又は
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第22条第 2項の規定による届出又は通知があった建築物以外の路外駐車場の新築等に係る同条例の規定に
より知事の権限に属する事務については、第16条の規定による改正後の香川県福祉のまちづくり条例施行
規則第17条の規定にかかわらず、なお従前の例による。

14　この規則の施行の際現に交付されている第16条の規定による改正前の香川県福祉のまちづくり条例施行
規則第10号様式による身分証明書は、この規則の施行の日から起算して 2月を経過する日までの間は、同
条の規定による改正後の香川県福祉のまちづくり条例施行規則第10号様式による身分証明書とみなす。

附　則（平成12年3月31日規則第90号）
この規則は、平成12年 4月 1日から施行する。

附　則（平成15年3月31日規則第57号）
この規則は、平成15年 4月 1日から施行する。

附　則（平成16年3月26日規則第29号）
1　この規則は、平成16年 4月 1日から施行する。
2　改正前の各規則に定める様式による用紙は、当分の間、修正して使用することができる。

附　則（平成17年8月1日規則第79号）
この規則は、平成17年11月１日から施行する。
附　則（平成18年9月29日規則第78号）
この規則は、平成18年10月１日から施行する。
附　則（平成19年3月30日規則第37号）
この規則は、平成19年 4月 1日から施行する。
附　則（平成19年9月28日規則第83号抄）
（施行期日）

1　この規則は、平成19年10月１日から施行する。
附　則（平成20年6月27日規則第45号）
この規則は、公布の日から施行する。（後略）
附　則（平成21年8月7日規則第57号）
この規則は、平成22年 4月 1日から施行する。ただし、第17条の次に１条を加える改正規定は、公布の日
から施行する。
附　則（平成22年3月31日規則第34号）
この規則は、平成22年 4月 1日から施行する。
附　則（平成28年11月25日規則第49号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成29年7月11日規則第41号抄）
（施行期日）

1　この規則は、公布の日から施行する。
（経過措置）

2　第 2条の規定による改正後の香川県福祉のまちづくり条例施行規則の規定は、この規則の施行の日以後に
工事に着手する特定施設の新築等について適用し、同日前に着手した特定施設の新築等については、なお従
前の例による。
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